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                           平成 18 年 11 月 14 日 

（社）日本民営鉄道協会 

地方民鉄の現状と課題 

 

■ 地方民鉄とは 

社団法人 日本民営鉄道協会（会長：小谷 昌 京浜急行電鉄㈱会長） 

加盟会社 71 社のうち、大手民鉄 16 社を除く 55 社。 

（ 次ページ以降は、「大都市高速鉄道」7 社を除く「地方旅客鉄道」

48 社を中心に記述。） 

 

（表１）地方民鉄事業者一覧（平成 17 年度データによる） 

事業者名 
営業キロ 

（キロ） 
輸送密度 

（人／日㌔）
事業者名 

営業キロ 

（キロ） 

輸送密度 

（人／日㌔）

新京成電鉄 26.5 74,649 上田電鉄 11.6 1,560

北大阪急行電鉄 5.9 118,056 松本電気鉄道 14.4 1,979

大阪府都市開発 14.3 89,475 富山地方鉄道 99.6 1,688

能勢電鉄 15.4 28,753 万葉線  12.8 1,331

神戸高速鉄道 (7.6) (56,429) 北陸鉄道 22.7 2,130

神戸電鉄 69.6 19,013 岳南鉄道 9.2 841

大
都
市
高
速
鉄
道 

山陽電気鉄道 70.4 30,383 大井川鐵道 65.0 841

津軽鉄道 20.7 526 遠州鉄道 17.8 10,878

弘南鉄道 30.7 2,193 豊橋鉄道 23.4 6,312

十和田観光電鉄 14.7 1,159 三岐鉄道 48.0 2,656

青い森鉄道 25.9 1,144 福井鉄道 21.4 2,234

岩手開発鉄道 (11.5) - えちぜん鉄道 53.0 1,623

くりはら田園鉄道 25.7 178 叡山電鉄 14.4 5,686

福島交通 9.2 4,372 京福電気鉄道 12.3 6,886

茨城交通 14.3 1,153 嵯峨野観光鉄道 7.3 3,246

関東鉄道 55.6 4,370 水間鉄道 5.5 3,947

上信電鉄 33.7 2,591 和歌山電鐵 14.3 - 

上毛電気鉄道 25.4 2,482 紀州鉄道 2.7 197

秩父鉄道 71.7 4,889 一畑電車 42.2 1,530

山万 4.1 964 岡山電気軌道 4.7 3,515

銚子電気鉄道 6.4 1,000 広島電鉄  35.1 15,864

小湊鐵道 39.1 1,403 高松琴平電気鉄道 60.0 5,174

高尾登山電鉄 1.0 2,302 伊予鉄道  43.5 5,211

江ノ島電鉄 10.0 13,791 土佐電氣鐵道 25.3 2,676

湘南モノレール 6.6 14,919 島原鉄道 78.5 1,098

箱根登山鉄道 16.2 10,445 長崎電気軌道 11.5 15,271

富士急行 26.6 3,340 熊本電気鉄道 13.1 1,455

地
方
旅
客
鉄
道 

長野電鉄 57.6 3,759

地
方
旅
客
鉄
道 

計 1,466.6 

注）貨物専業の岩手開発鉄道、18年 4月開業の和歌山電鐵のデータは一部割愛。 
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１．地方民鉄の現状 

 

（１）輸送人員の長期的逓減 

  ・過去 30 年余の輸送人員の経過を見ると、地方旅客鉄道全体として

は、モータリゼーションの進展等輸送構造の変化に伴い、昭和 48

年度で 4 億 3,700 万人であったものが、平成 15 年度は 2 億 7,300

万人となり、約 6 割に減少（指数 100→62）。 
  

・とりわけ、輸送密度の低い地方民鉄で顕著に減少。 

 ・輸送密度 8,000 人未満の 42 社を見ると、5 割弱に減少。 

 4,000 人未満の 32 社では、さらに減少が著しく、3 割台の水準。 

 

  （表２）地方旅客鉄道の輸送量の長期的な推移（昭和 48～平成 15 年度） 
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（表３）地方旅客鉄道の利用者数の推移（30 年間）  （単位：百万人） 

輸送密度（人/日㌔） 昭和 48 年度 53 58 63 平成 5 年度 10 15 

３１４ ２７０ ２２６ ２０２ ２０４ １７４ １４６ 8,000 人 

未満 １００ ８６ ７２ ６４ ６５ ５５ ４６ 

１７５ １４７ １２２ １０３ ９８ ８１ ６５ 

Ａ 

4,000 人 

未満 １００ ８４ ７０ ５９ ５６ ４６ ３７ 

１２２ １１４ １１０ １２８ １４１ １３５ １２７ Ｂ 8,000 人以上 

20,000 人未満 １００ ９３ ９０ １０４ １１５ １１０ １０４ 

  注）表の上段はグループ毎の輸送人員の合計、下段は昭和 48 年度を 100 とした場合の指数。 
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23.1％減少 2.6％増加 20.9％減少 

＜前 期 （S48～S58）＞ ＜中 期 （S58～H5）＞ ＜後 期 （H5～H15）＞

273
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（２）慢性的な赤字が続く鉄道収支 

  ・各社とも、増収・増客対策や経費の徹底的節減等の経営の合理化

を各般にわたって講じているが、輸送人員の大幅な減少は鉄道収

支を直撃。とりわけ輸送密度の低い地方民鉄の鉄道収支は、長期

にわたり慢性的な赤字。 

 

  ・鉄道施設の維持･整備から車両の運行までを、利用者の鉄道収入で

賄うことは困難な状況。 

 

 
（表４）主な増収・増客策と経営合理化 

 

○ 増収・増客策 

  ・各種イベントの開催 

  ・企画乗車券、各種定期券等の販売 

  ・車体広告、車内広告の拡充 

  ・自転車の車内持込み許可 

  ・パーク＆ライドの実施  

  ・TV、HP、雑誌等による沿線紹介 ほか 

 
  ＊ （社）日本民営鉄道協会との共同事業による取組みの事例は、別添資料を参照。 

 

○ 経費の徹底的節減等の経営の合理化 

  ・駅の無人化、外部委託化、定期券販売窓口の外注化 

  ・ワンマン化 

  ・保守作業の合理化、外注化 

  ・自動改札の導入による省力化 

  ・社員の多能工化 

  ・軌道材料、車両更新等に係る中古利用 

  ・人件費の削減、管理部門の合理化 ほか 

   

 

（表５）地方旅客鉄道の最近 10 年間の経営状況（平成 6～15 年度） （単位：億円） 

輸送密度（人/日㌔） ６年度 ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 

営業収益 475 466 468 464 452 434 418 406 388 386 

営業経費 492 493 486 492 495 484 439 433 400 406 

8,000

人未満 

営業損益 ▲17 ▲27 ▲18 ▲28 ▲43 ▲50 ▲21 ▲27 ▲12 ▲20

営業収益 238 232 233 226 214 203 195 191 182 184 

営業経費 251 250 248 244 238 236 201 205 196 212 

Ａ 

4,000

人未満 

営業損益 ▲13 ▲18 ▲15 ▲18 ▲24 ▲33 ▲6 ▲14 ▲14 ▲28

営業収益 185 186 187 187 187 183 187 176 175 177 

営業経費 162 165 166 171 168 168 168 161 158 158 

Ｂ 

 8,000 人以上

20,000 人未満 営業損益  23  21  21  16  19  15  19  15  17  19 
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２．地方民鉄の地域における役割の重要性 
 

・地域住民の通勤、通学、通院、買物など日常生活を送る上で極めて

重要な公共輸送機関。とりわけ、高齢者、高校生など、マイカー等

の私的な移動手段を持たない地域住民にとっては不可欠な輸送手段。 
 

・定時性、荒天時における運行の安定性の面からも地域住民が安心し

て利用できる交通手段。 
 

・地方民鉄は「地域の生活維持装置」であり、その駅は“地域のコ

ア”でありシンボルとなっている公共インフラ。 
 

・仮に鉄道が廃止されると、“地域のコア”の消滅ないしは沿線地域

の崩壊にもつながる恐れ。 
 

・より広域的な観光振興の観点から観光客を惹きつけるために大変重

要なツール。 
 

・中央と地方の格差が広がっていると言われている昨今、その対策の

ために地方民鉄は大変重要な存在意義を有する。 
 

 ・以上の地方民鉄の地域における役割の重要性から、国の深い理解の

下、地方自治体においても鉄道事業者と連携し、その路線の維持・

活性化を検討することが必要。 
 

３．必要な国及び地域の財政的支援の拡充 
 

 

・地方民鉄の地域における役割の重要性 

・とりわけ、輸送密度の低い地方民鉄は、その経営基盤は極めて脆 

弱であり、自力では鉄道事業を維持するために不可欠な各種投資 

を行うことが困難な状況。 

 ・鉄道は、一旦廃止するとその後の復活は極めて困難。 
 

 
 

 

 ・近代化補助（地方鉄道再生計画を含む）における国の予算枠の抜本的な拡充 

 ・鉄道インフラの維持・整備について、実質的に上下分離となる支 

援制度の創設 

 ・近代化補助を含む国と地方公共団体との協調補助制度について、 

国が弾力的に補助できる制度への改善、又は、地方公共団体が所 

定額を補助できるよう国が補填する仕組みの創設 等 
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